
横浜市国民健康保険運営協議会 委員提供資料 

令和３年３月 23日(火) 

１ 令和３年度横浜市国民健康保険事業費会計予算について 

２ 第２期データヘルス計画中間評価等について 

３ 国の制度改正への対応 

（１）平成 30年度税制改正に伴う国民健康保険制度の改正について

（２）オンライン資格確認等システムの運用開始に伴う被保険者証への２桁枝番の付番

（個人単位化）について 



１　令和３年度国民健康保険事業費会計予算について　

【歳　　入】

(5) 財産収入

【基礎数値】

世帯

所得割料率 2.24% 2.17% 0.07 ポイント 一般 世帯480,898

△ 210

8

0.14 ポイント7.36%所得割料率
医療分

均等割料率

(２) 一部負担金

27,970,647 567,067

支援分
均等割料率 10,430円 10,320円

歳　入　計

(8) 諸収入

317,512,526

保険料率
（見込み）

316,367,401

　　全体

(7) 繰越金 250,0000

63② 退職

(３) 国庫支出金

789,790 △ 54,022

1,145,125

248

8

28,537,714

介 護 分

医 療 分

② 退職

(6) 繰入金

49,700,112

6,944,204

23,163

2.65%

14,710円

250,000

34,430円

221,812人

1,010

令和３年度(A)

735,768

215,694,436

一般

退職

△ 20.79 　国民健康保険財政調整基金の運用収
益積立金

　災害臨時特例補助金

-

法定繰入のほか、
保険料負担緩和分等に対する繰入金
国民健康保険財政調整基金繰入金　等

0.36

△ 79.34

　保険給付費等交付金（保険給付に係る
費用の交付金）や保険者努力支援制度
（保険者の医療費適正化等の取組を評価
する交付金）等

42,552

2,777

4,785

△ 2,714

0

800

216,467,913

△ 18,378

773,477

34,320円

7.22%

　（単位：千円）

増加率(%)

令和２年度(B)

440

6,939,454

備        考

　下の表を参照

49,886,112

(4) 県支出金

令和２年度
（Ｂ）科　　目

年　　度 令和３年度
（Ａ）

71,515,538(１) 保険料 71,888,347

① 一般

14,870,471

△ 1,258

① 一般

支 援 分

② 退職

① 一般

4,750

4,276

15,054,222 △ 183,751

1,506 △ 83.53

△ 1.22

増△減
（Ａ）－（Ｂ）

△ 372,809

△ 186,000

△ 3,836

円

△ 6.84

2.03

△ 0.52

△ 0.37

△ 89.71

0.07

△ 97.73

0.00

人

１人あたり

278円

平成30年度被保険者数

人

△400世帯

増△減(A-B)

110円 670,657

△4,027人

10,770円

4,243円

440,860世帯

674,782人

75,800円

0.36

76,299円

109,120円 1,069円

介護分
均等割料率

所得割料率

人2

0.19 ポイント 平成30年度世帯数

退職 3,600 世帯

人221,812

全体

670,655

292円

260円14,450円

10,478円

退職

平成30年度介護第２号被保険者数

22,842円

一般

110円 全体 480,900

2.46%

被保険者数

（参考）世帯数全体 440,460世帯

介護２号被保険者数

670,657人

670,655人

2人 100人

支援分

△4,125人

674,682人

△98人

221,177人 635人

１人あたり
保険料

全体 （当初予算時）

医療分

介護分

110,189円

23,120円

499円

１人あたり
医療費

382,932円 378,689円全体 （当初予算時）

見込

見込

見込

見込

見込

見込
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【歳　　出】

被保険者数 　（前年度）

(

(

出産育児一時金

(

葬祭費

(

被保険者数 　（前年度）

(

(

108,899

2,093,907 83,879 4.01

レセプト審査支払手数料等

④ 保健事業費 127,348 179,345 △ 51,997 △ 28.99 　健康教育の各区活動等

⑤ 審査費 657,612 685,392

(３) 国民健康保険財政
調整基金積立金

　基金の運用収益等を積み立て800 1,010 △ 210 △ 20.79

１人あたり医療費

人

382,932

　国民健康保険法に基づく神奈川県に対
する拠出金等

円)

人

 健診受診者見込数 　182,869　　人

件)

円

2

③ 特定健康診査・
保健指導事業費

2,426

⑥ 国民健康保険
事業費納付金等

161,033

② 退職被保険者等
給付費

13,986

94,711,472 94,789,201

45,825

2,177,786

人)

1,261,846

件

4,233

△ 104,880 △ 96.31

3,834 件

円)

214,054,282

＠5万円

備        考

61,996

令和３年度
（Ａ）

1,083,339

１件あたり医療費

20,427

＠42万円

0.00

0.36

１件あたり医療費

2,415

100 人)

1,145,125

増加率(%)

1.09

0.35

0.59

0

△ 77,729 △ 0.08

△ 27,780 △ 4.05

10,000

316,367,401

10,000

　職員人件費、一般事務費等

人670,655

674,682

20,964

(４) 予備費

歳　出　計

令和２年度
（Ｂ）科　　目

年　　度

(１) 総務費 5,769,207

317,512,526

5,707,211

310,649,180(２) 保険給付費

4,019

　（単位：千円）

円

件)

212,792,436

円

増△減
（Ａ）－（Ｂ）

① 給付費

311,732,519
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一般分保険料

71,514,787千円

22.5%

退職者分保険料

751千円

0.0%
県支出金

216,467,913千円

68.2%

繰入金

28,537,714千円

9.0%

繰越金

250,000千円

0.1%
その他

741,361千円

0.2%

令和３年度国保事業費会計予算[歳入]
歳入 317,512,526千円

一部負担金 8千円
国庫支出金 4,785千円
財産収入 800千円
諸収入 735,768千円
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総務費

5,769,207千円

1.8%

給付費

214,054,282千円

67.4%

退職被保険者等給付費

4,019千円

0.0%

特定健康診査・

保健指導事業費

2,177,786千円

0.7%

国民健康保険事業費

納付金等

94,711,472千円

29.8%

国民健康保険

財政調整基金積立金

800千円

0.0%

その他

794,960千円

0.3%

令和３年度国保事業費会計予算［歳出］

保健事業費 127,348千円
審査費 657,612千円
予備費 10,000千円

歳出 317,512,526千円

0
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国・県・交付金

※１人あたり医療費は一般・退職の合計額です。
※１人あたり保険料は医療分・支援分・介護分の合計額です。

　１人あたり医療費と保険料の推移

351,422
359,457

368,866 378,689 382,932

102,086 107,470 108,725 109,120 110,189

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

H29年度（実績） H30年度（実績） R元年度（実績） R２年度（予算） R３年度（予算）

医療費 保険料

１人あたり保険料

1人あたり医療費

（円）
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◆保険料設定の考え方

した。

◆支給要件

※Ｒ２予算は、５月補正で2,517千円を計上し、２月補正で5,178千円を増額。

給額より少ないこと。

　国の財政支援のもと、国民健康保険加入者で被用者のうち新型コロナウイルスに感染した方などに

対し、傷病手当金を支給します。

① 給与等の支払いを受けている被保険者であること。

② 新型コロナウイルス感染症に感染し、又は発熱等の症状があり感染が疑われることにより、療養

③ ３日間連続して仕事を休み、４日目以降にも休んだ日があること。

　上記の保険料とするため、保険料負担緩和市費約36.5億円を一般会計から繰り入れるとともに、

【参考２】傷病手当金の支給について

　（内訳：法定繰入金　約209.2億円、法定外繰入金　約65.7億円）

　なお、一般会計からの繰入金は、合計で約274.9億円となっています。

【参考１】令和３年度予算編成における保険料設定の考え方

医療の高度化及び高齢化の進展に伴い、１人あたり医療費が増加している中ですが、令和３年度の

保険料は、コロナ禍の医療費を加味し、1人あたり保険料の伸びが直近３か年平均の医療費の伸び

　この結果、前年度と比べ1,069円増加の110,189円と、１人あたり保険料（年額）の伸びを抑制しま

10.5億円を国民健康保険財政調整基金から、そして累積黒字の繰越金からも2.5億円を活用します。

診療分までの直近３か年医療費実績の伸び率平均から算出。）

（＋0.98％）と同率となるよう設定しました。（11月から10月を１年間の医療費とし、令和２年10月

傷病手当金

のため労務に服することができなくなったこと。

Ｒ２予算※

7,695千円

Ｒ３予算（案）

22,000千円

増減額

14,305千円

④ 給与等の支払いを受けられないこと、又は給与等が一部支給されており、その額が傷病手当金支

Ｒ２予算 Ｒ３予算 (案) 増減額 増減（％）

109,120円 110,189円 1,069円 0.98%

医療分 75,800円 76,299円 499円 0.66%

支援分 22,842円 23,120円 278円 1.22%

介護分 10,478円 10,770円 292円 2.79%

１人あたり保険料

医療分：国保被保険者の「医療費」に充当
支援分：後期高齢者支援金として拠出
介護分：介護納付金として拠出（40～64歳が対象）
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２　第２期データヘルス計画中間評価等について 

「第２期データヘルス計画中間評価」及び「令和２年度実績と令和３年度の主な取組予定」

について、報告します。 

１ 第２期データヘルス計画中間評価 

(1) 第２期データヘルス計画の概要

第２期データヘルス計画は、医療や健診情報等を活用し、効果的・効率的な保健事業を

展開するための、平成 30年度から６か年の計画です。 

本計画は、施策を「特定健診の受診率向上」、「特定保健指導の終了率向上」、「生活習慣病

重症化予防」、「受診行動適正化等」の４本の柱に分け、各施策の全 28事業を推進すること

で、被保険者の「健康寿命の延伸」及び「医療費の適正化」を図るものです。 

(2) データヘルス計画中間評価

ア 趣旨

中間評価は、データヘルス計画の前半期（平成 30年度～令和２年度）の取組内容・成

果を振り返り、後半期（令和３年度～５年度）の事業の方向性、取組内容について検討

し、今後の事業方針として位置付けるものです。 

イ 検討経過

公衆衛生関係有識者等により構成される「保健事業評価・向上委員会」及び「本運営

協議会」において検討・整理し、令和３年第１回市会定例会で報告しました。 

ウ 評価方法

当初計画で策定した取組内容や目標値を実績値から確認し、進捗状況について、「達

成・順調」「概ね順調」「遅れ」「未実施」で分類し、評価を行いました。 

エ 中間評価の結果

中間評価結果は、概要版（別添１）及び報告書（別添２）にまとめました。 

(3) 中間評価の公表について

令和３年４月中旬に中間評価報告書を確定し、公表する予定です。
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２ 令和２年度実績と３年度の主な取組予定 

(1) 特定健診及び特定保健指導の令和２年度実績（速報値）について

新型コロナウイルス感染症の影響で、特定健診受診率は前年同月に比べ低下しています。 

【特定健診・特定保健指導の実績（速報値比較）】（単位：人） 

(2) 令和３年度の主な取組予定

中間評価及び新型コロナウイルス感染症の動向を踏まえ、令和３年度は主に以下の取組

を実施する予定です。 

ア 特定健診受診キャンペーン（拡充）

(ア) 概要

特定健診の受診率向上のため、特定健診を受診した方の中から自動抽選で

「1,000名」に賞品をプレゼントする事業です。 

(イ) 対象者

令和３年度中に特定健診を受診した者

(ウ) 対象期間

新型コロナウイルス感染症の動向を踏まえ、キャンペーン対象期間を従来の上

半期の半年間から１年間へと拡大して実施します。 

イ 薬剤師会と連携した薬局窓口による特定健診受診勧奨（拡充）

(ア) 概要

市内薬局で、薬剤師から啓発カードを活用した対面での受診勧奨を実施します。

令和元年度は、港北区と南区でモデル実施しましたが、３年度から全区に拡大し

て実施します。 

(イ) 対象期間（予定）

令和３年６月～令和４年３月中旬頃まで ※カードは無くなり次第終了

対象者数 受診者数 受診率 対象者数 受診者数 受診率

492,344 77,254 15.7% 484,773 61,623 12.7%

△ 7,571 △ 15,631 △3ポイント

対象者数
初回面接
修了者数

終了者数 対象者数
初回面接
修了者数

終了者数

8,712 309 42 7,094 252 23

△ 1,618 △ 57 △ 19

特定健診

特定保健指導

令和２年度（１月）令和元年度（１月）

増減（前年度比）

増減（前年度比）
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ウ 特定保健指導利用キャンペーン（新規）

(ア) 概要

特定保健指導の終了率向上を図るため、特定保健指導を利用した方の中から自

動抽選で「100名」に、賞品をプレゼントする事業です。 

(イ) 対象者

令和３年度特定健診受診者で年度内に特定保健指導の初回面談を利用した方

(ウ) 対象期間

令和３年４月１日～令和４年３月 31日

エ 重症化リスク者適正受診勧奨事業（拡充）

(ア) 概要

特定健診結果及びレセプト情報を活用し、従来の事業対象者に加えて、「高血圧

症等の重症化リスクのある方」や「糖尿病の治療中断者」等に対し、個別の健康

課題に合わせた適正受診を促す受診勧奨通知（ハガキ）を送付します。 

  ＜各事業対象者（案）＞ 

令和２年度 令和３年度〈拡充〉

生活習慣病重症化予防

【受診勧奨事業】

・特定健診の結果で、糖尿病

の重症化リスクの高い未治療

者

・特定健診の結果で、糖尿病や高

血圧症等の重症化リスクの高い未

治療者及び糖尿病の治療中断者等

重複・頻回受診対策

【適正受診勧奨事業】

・重複・頻回受診、多種・多

量服薬を行う者（対象薬効：

向精神薬）

・重複・頻回受診、多種・多量服

薬を行う者（対象薬効：向精神

薬、一部の生活習慣病治療薬等）

※下線部分は新規対象者

(イ) 勧奨対象者数

総計約 11,000人(予定）

(ウ) 実施時期

令和３年 12月～令和４年３月の間に１度送付（予定）
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３ 国の制度改正への対応 

（１）平成 30 年度税制改正に伴う国民健康保険制度の改正について

国による平成 30年度税制改正のうち、個人所得課税にかかる改正部分が令和３年１月

より施行されることを受けて、令和３年度の国民健康保険料への影響に対応するため、

国民健康保険制度の改正が行われましたのでお知らせします。 

１ 平成 30年度税制改正（個人所得課税部分）の概要 

働き方の多様化を踏まえ、「働き方改革」を後押しする観点から、特定の収入にのみ適

用される給与所得控除及び公的年金等控除を一律 10万円引き下げ、どのような所得にで

も適用される基礎控除額を 10万円引き上げる等の改正を行うもの。 

≪平成 30 年度税制改正大綱の所得控除に関する主な改正内容（令和３年１月施行分）≫ 

１ 給与所得控除 
(1) 控除額を一律 10 万円引き下げる。
(2) 給与所得控除の上限額が適用される給与等の収入金額を850万円、その上限額を195万円

に引き下げる。

２ 公的年金等控除 
(1) 控除額を一律 10 万円引き下げる。
(2) 公的年金等の収入金額が 1,000 万円を超える場合の控除額については、195 万５千円に引

き下げる。

 ３ 基礎控除 
(1) 控除額を一律 10 万円引き上げる。
(2) 合計所得金額が 2,400 万円を超える個人については、その合計所得金額に応じて控除額が

逓減し、合計所得金額が 2,500 万円を超える個人については、基礎控除の適用はできないこと
とする。

２ 国民健康保険制度の改正内容（保険料軽減判定所得の算定方法） 

  保険料軽減判定所得は、世帯の所得金額の合計額から判定しますが、今回の税制改正

では、給与所得及び公的年金等所得にかかる控除額が引き下げられることから、年金・

給与所得者がいる場合は、当人の所得に変化がない場合でも軽減判定で使用する所得が

増加し、軽減措置に該当しにくくなる影響があります。 

その影響を遮断するため、『国民健康保険料の均等割の軽減判定の基準』が改正されま

した。（国民健康保険法施行令の一部改正） 

改正内容は、下表のとおりです。改正後の基準は、令和３年度の国民健康保険料より

適用されます。 

均等割の 

軽減割合 

減額対象基準額 

〈変更前〉 

減額対象基準額 

〈変更後〉 

７割減額 33万円 43万円 

＋（10万円×（世帯主及び被保険者のうち

年金・給与所得者の数-1）） 

５割減額 33万円＋（28.5万円×被保険者数） 43万円＋（28.5万円×被保険者数） 

＋（10万円×（世帯主及び被保険者のうち

年金・給与所得者の数-1）） 

２割減額 33万円＋（52 万円×被保険者数） 43万円＋（52万円×被保険者数） 

＋（10万円×（世帯主及び被保険者のうち

年金・給与所得者の数-1）） 
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（２）オンライン資格確認等システムの運用開始に伴う被保険者証への

２桁枝番の付番（個人単位化）について

厚生労働省が導入を進めてきた「オンライン資格確認等システム」及び「マイナンバー

カードの保険証利用」が令和３年３月から一部※の医療機関・薬局（以下、「医療機関等」）

で運用を開始しました。 

オンライン資格確認等システムの運用開始に伴う被保険者証への２桁枝番の付番につ

いてお知らせします。 

 

１ 国民健康保険被保険者証等への２桁枝番の付番 

オンライン資格確認等システムの開始に伴い、世帯単位となっている被保険者記号・

番号を個人単位化するため、これまでの記号・番号に加えて２桁の「枝番」を追加しま

す。被保険者証等への枝番印字は、次のとおり実施します。 

（１）枝番印字のスケジュール

・令和３年４月１日以降に発行する被保険者証より枝番を印字します。

・枝番印字がない現行の被保険者証をお持ちの被保険者には、令和３年７月実施の

被保険者証一斉更新にて、枝番印字したものを交付します。 

なお、枝番印字がない被保険者証でも、医療機関等におけるオンライン資格確認は

可能となっています。 

（２）枝番が印字される証（６件）

「国民健康保険被保険者証」「国民健康保険被保険者受療証」「限度額適用認定証」

「限度額適用・標準負担額減額認定証」「特定疾病療養受療証」「資格証明書」 

参考  被保険者証への枝番記載イメージ 

※厚生労働省ホームページにてマイナンバーカードの保険証利用ができる医療機関等が掲載されま

した。また、令和５年３月までにおおむねすべての医療機関等での利用を目指すとされています。
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≪参考≫オンライン資格確認等システムについて 
  
１ システム導入目的 

   医療保険制度の適正かつ効率的な運営を図るため、すべての医療保険者（以下、「保

険者」）が保有する加入被保険者の資格情報データを、「オンライン資格確認等システ

ム」で一元管理し、医療機関等が最新の資格情報等を活用します。これにより、患者

本人の利便性（待ち時間や申請手続きの減少）を高めるとともに、医療機関等におけ

る窓口混雑緩和や保険証情報入力の簡素化、保険者における各種事務（限度額適用認

定証発行や高額療養費支給等）の軽減を目的としています。 

また、マイナンバーカードの保険証活用により、患者本人や医療機関等が薬剤情報

や特定健診情報を確認、相互共有し、加入者の予防・健康づくりや重複投薬の削減等

に繋げることが期待されています。 

 

なお、システム自体は、医療機関等及び審査支払機関（社会保険診療報酬支払基金・国

保中央会）が利用するもので、保険者が利用することはありません。 

保険者は、「加入者の資格情報の提供」及び「被保険者記号・番号の個人単位化（被

保険者証への２桁枝番の付番）」を行うこととなっています。 

 

 

２ オンライン資格確認等システムが提供するサービス 参考 システム全体像(別紙) 

 ①マイナンバーカード、健康保険証を用いたオンラインでの資格照会と提供 

  （高額療養費の限度額適用認定証の情報を含む） 

②審査支払機関での資格確認、新しい保険者へのレセプト振替 

 ※レセプト…医療機関等が保険者に請求する「診療報酬明細書」 

③特定健診情報、薬剤情報、医療費通知情報の閲覧（マイナンバーカードによる同意が必要） 

 

※「レセプト振替」及び「薬剤情報・医療費情報の閲覧」は令和３年 10月から運用開始予定 
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※１：無料化実施年度の平成 30 年度と 29 年度の比較 ※２：行動科学の知見を活用し、個人の意思を尊重しながら、社会や個人にとって望ましい行動をサポートする手法 

※３：令和元年度の実績 ※４：平成 30年度の電話勧奨実施者と未実施者の比較 

 

１ 中間評価の結果 

  データヘルス計画に記載の「特定健診の受診率向上」「特定

保健指導の実施率向上」「生活習慣病重症化予防」「受診行動

適正化等」の全 28事業について評価を行いました。 

その結果、【表１】のとおり、事業全体の 79％で「達成・順

調」または「概ね順調」に進捗していました。 

主な「取組の評価」と「今後の取組」は、【表２】のとおり 

です。 

【表１】評価結果 

施策名 

（事業数） 

 

【◎】 

 

【○】 

遅れ

【△】 

未実施

【×】 

特定健診の受診率向上（12） ９ １ ２ ０ 

特定保健指導の実施率向上(６) ４ ２ ０ ０ 

生活習慣病重症化予防(５) ２ ０ ２ １ 

受診行動適正化等(５) ４ ０ １ ０ 

合計（28） 
19(68％) ３(11％) ５(18％) １(３％) 

22（79％） ６(21％) 
 

２ 今後の事業方針 

各事業は順調に進捗し、実績も着実に伸びていますが、 

【表３】のとおり、特定健診・特定保健指導の目標値には、

到達していません。 

後半期は、今回の評価と取組方針に基づき、目標達成に向

け、【表４】のとおり、50％の事業について、「拡充・見直し」

を行い、効果的な事業を展開していきます。 

  

別 添 １ 

【表３】特定健診受診率・特定保健指導実施率の目標・実績 

 年度 H30 R1 R2 R5 

特定 

健診 

目標 28.0 30.5 33.0 40.5 

実績 24.3 25.4 - - 

特定保健

指導 

目標 10.0 12.5 15.0 22.5 

実績 7.7 8.7 - - 

 

  計画【Plan】 

(当初） 

取組の内容【DO】 取組の評価【Check】 
今後の取組【Action】 

後半期（R3年度～R5 年度） 
前半期（H30年度～R2年度） 

   内 容 

特
定
健
診
の
受
診
率
向
上 

 特定健診受診率を向上させ ・特定健診の自己負担額無料化を実施 
◎ 

・無料化実施前年度に比べ、受診率が 継
続 

・自己負担額無料化の継続 

るため、健診の自己負担額の  （H30～）  17％増加（※１）   

無料化や未受診者への勧奨、 ・ナッジ理論（※２）を活用した未受診者 
◎ 

・個別勧奨実施者は未実施者に比べ、 拡
充 

・より効果的な文面等を検討し、  

受診者へのインセンティブ付  への個別勧奨の実施（R1～）  受診率が 23ポイント高い（※３）  未受診者への個別勧奨の実施 

与等の受診環境の整備、健診 ・早期受診キャンペーンを実施（R1） 
◎ 

・一定の効果は認められたが、コロナ 継
続 

・コロナ禍を踏まえ、通年で受診 

事務の改善、特性に応じた内  ※コロナ禍で、R2年度は中止  禍による期間の変更が必要  キャンペーンを実施 

容や過去の受診記録を記載し ・特定健診受診券と併せて、がん検診と 

△ 

・他検診と連携した受診勧奨は実施し 
見
直
し 

・保険証個人単位化に伴う受診券 

た受診案内等を行います。  歯周病検診案内を同封し、連携した受診  たが、過去の受診記録を記載した  の在り方を踏まえ、効果的な受 

   勧奨を実施  案内は費用対効果の観点から未実施  診案内を実施 

特
定
保
健
指
導
の
実
施
率
向
上 

 特定保健指導終了率を向上 ・保健師による電話勧奨（H30～）や文書 

〇 

・電話勧奨者は未勧奨者に比べ、利用 

拡
充 

・より効果的な方法で利用勧奨を 

させるため、利用環境改善や  による利用勧奨（R2～）の実施  者が 60％高い（※４）  実施 

イベント型集団保健指導、リ   ・電話と文書による勧奨の比較を行い   

―フレット等を活用した周知    費用対効果の高い方法の検討が必要   

特定健診結果説明会を通じた ・イベント型集団保健指導の実施 

◎ 

・集団保健指導の開催数の増加に伴い 

見
直
し 

・コロナ禍を踏まえ、集団保健 

勧奨等を行います。  （H30～）  利用者数が増加したが、コロナ禍で  指導に代わるイベントとして、 

  ※R1・2年度：コロナ禍で（一部）中止  のあり方の検討が必要  「特定保健指導キャンペーン」 

       を実施 

  ・特定保健指導実施機関の拡大に向けた 
◎ 

・実施機関数は増加したが、目標値達 拡
充 

・実施機関数の増加に向けた検討 

   周知（H30 ～）  成のためには、更なる増加が必要  と調整 

生
活
習
慣
病
重
症
化
予
防 

・特定健診受診者で、糖尿病 ・糖尿病未治療者への受診勧奨の実施 
◎ 

・令和元年度実績で、受診勧奨者の 拡
充 

・受診勧奨を継続し、新たに糖尿   

 で腎機能が低下している方  （H30～）  90％の方が勧奨後に受診  病治療中断者への支援を実施 

 に対し、重症化予防事業を ・糖尿病治療中の者で重症化リスクの高い 

△ 

・プログラム参加率が低いため、参加 

継
続 

・プログラムの参加者を増やす 

 実施します。  方への保健指導プログラムの実施  率向上のための対策が必要  勧奨方法の検討 

・未治療の高血圧ハイリスク  （H30～）     

 者に、医療機関への受診勧 ・高血圧対策の先進事例の他都市ヒアリン 
× 

・受診勧奨は未実施 継
続 

・高血圧ハイリスク者の未治療者 

 奨を行います。  グや事業内容の検討を実施  への受診勧奨の実施 

受
診
行
動
適
正
化
等 

・ジェネリック医薬品普及促 ・ジェネリック医薬品差額通知の送付 
◎ 

・ジェネリック使用率は増加。使用率 拡
充 

・使用率の低い薬剤の利用増加に 

 進のため、差額通知を発送  （H30～）  が低い薬剤等への検討が必要  向けて対策を検討 

 します。 ・向精神薬を服用する重複・頻回受診者等 

△ 

・投薬数の減少や医療費削減効果はあ 

拡
充 

・対象薬剤の拡大や効果的・効率 

・重複・頻回受診者、多種・  に通知・電話・面談等を実施し、適正受  ったが、向精神薬以外の対象薬剤等  的な事業の実施 

 多量服薬者に対し、適正受  診指導を実施（H30～）  の拡大等の見直しが必要   

 診指導を実施します。 ・国保独自でのシステム構築は、費用対効 

◎ 

・国保として分析ができる環境を整備 

見
直
し 

・「医療・介護・保健統合データ 

・特定健診等データ管理シス  果の観点から行わず、本市が新たに構築  ・調整することが出来た  ベースシステム」を政策に活用 

 テムを構築します。  した「医療・介護・保健統合データベー    

   スシステム」を活用する方針に変更    

 

【表２】主な「取組の評価」と「今後の取組」 

【表４】後半期に向けた取組 

施策名 

（事業数） 
継続 拡充 見直し 

特定健診の受診率向上（12） ６ ３ ３ 

特定保健指導の実施率向上（６） ２ ２ ２ 

生活習慣病重症化予防（５） ４ １ ０ 

受診行動適正化等（５） ２ ２ １ 

合計(28) 14(50％) 
８(29％) ６(21％) 

14(50％) 
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はじめに 

横浜市国民健康保険では、平成 30 年３月に「第２期横浜市国民健康保険保健

事業実施計画（データヘルス計画）」（平成 30 年度～令和５年度）を策定し、加

入者の健康増進と医療費適正化の取組を進めてきました。 

令和２年度は「データヘルス計画の中間年度」となることから、計画取組の進

捗状況について、横浜市官民データ活用推進基本条例の趣旨を踏まえ、データ等

に基づく中間評価を実施しました。 

さらに、この中間評価をもとに、計画の後半期（令和３年度～５年度）におけ

る事業内容とアウトプット目標（取組量の目標）を方向付けしたものが、本冊子

「第２期横浜市国民健康保険保健事業実施計画（データヘルス計画）中間評価報

告書」となります。 

新型コロナウイルス感染症の影響による不透明な状況や国によるマイナポー

タル整備などの制度改正の動向を踏まえながら、引き続き、特定健診や特定保健

指導事業等の積極的な推進を図っていきます。 
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• 健康増進や健康データの蓄積のため、特定健
診受診率を向上させます。

特定健診受診率向上

• 健康増進を進めるため、特定保健指導実施率
を向上させます。

特定保健指導

実施率向上

• 糖尿病等の重症化を予防するため、生活習慣
の予防を促します。

生活習慣病重症化予防

• ジェネリック医薬品の利用勧奨、適正受診を
促します。

受診行動適正化等

第１章 第２期データヘルス計画とは 

１ 計画の位置付け 

 第２期データヘルス計画は、国の「国民健康保険法に基づく保健事業の実施

等に関する指針」により、医療や健診情報等を活用して「PDCA サイクル」に沿

った効果的・効率的な保健事業の実施を図るため、平成 30 年度に策定しまし

た。また、同様に国の「特定健康診査及び特定保健指導の適切かつ有効な実施

を図るための基本指針」に基づき、「第３期特定健康診査等実施計画」を、第２

期データヘルス計画と一体的に策定し、連動した運用を図っています。 

なお、本計画は、「健康横浜 21」、「横浜市保健医療プラン」、「横浜市高齢者

保健福祉計画」等との整合性も図っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 計画期間 

  平成 30 年度から令和５年度の６年間 

 

３ 計画目的 

  被保険者の健康増進（健康寿命の延伸）と医療費の適正化を目的とします。 

 

４ 計画の概要 

  本計画では施策を４本の柱に分けて記載しています。 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

横浜市国民健康保険 

データヘルス計画 

横浜市国民健康保険 

特定健康診査等実施計画 

健康横浜２１ 

横浜市保健医療プラン 
調和 

横浜市高齢者保健福祉計画 
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第２章 第２期データヘルス計画中間評価概要 

１ 中間評価の趣旨 

中間評価は、データヘルス計画の前半期（平成 30 年度～令和２年度）の取組

内容・成果を振り返り、後半期（令和３年度～５年度）の事業の方向性、取組

内容について検討し、今後の事業方針として位置づけるものです。 

２ 検討経過 

特定健康診査結果やレセプトデータａなどを活用して分析を行い、公衆衛生 

関係有識者等により構成される「保健事業評価・向上委員会」及び「国民健康    

保険運営協議会」において検討・整理してきました。 

 ＜評価の体制等＞ 

【保健事業評価・向上委員会構成委員】 

公衆衛生有識者１人、医師会１人、歯科医師会１人、薬剤師会１人 

医療機関従事者２人、保健活動推進員１人、市関係者（区・局関係課）２人 

計９人 

【国民健康保険運営協議会委員】 

大学教授２人、弁護士１人、医師会４人、歯科医師会２人、薬剤師会１人 

報道機関１人、市民団体 10 人、被用者保険等保険機関２人 

計 23 人 

【開催状況】 

・第１回保健事業評価・向上委員会（令和２年 ７月 30 日）

・第２回保健事業評価・向上委員会（令和２年 10 月 13 日）

・第１回国民健康保険運営協議会 （令和２年 11 月 24 日）

＜参考：第２期データヘルス計画における「中間評価」に関する記載（抜粋）＞ 

（２）計画の見直し（中間評価）＜計画冊子 41 頁より一部抜粋＞

本計画は、初年度を平成 30 年度、計画期間を 6 年間、特定健診等実施計画と

一体的に策定したものですが、目標達成に向けた効果的な施策展開を図るため、

30 年度から毎年度、事業の検証を実施し、32 年度には中間評価を行い、計画取

組の進捗状況を確認し、必要に応じて実施方法や数値目標の見直しを行います。 

計画の見直しは、「国保保健事業向上委員会」で検討したうえで、本市国民健

康保険運営協議会で決定し、見直した内容について、ホームページ等に掲載す

るほか、区役所窓口での配布や様々な機会を通して、公表・周知します。 
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３ 評価方法 

当初計画で策定した全 28 事業について、その内容や目標値を実績値から確

認し、進捗状況について、「達成・順調」を「◎」、「概ね順調」を「○」、「遅れ」

を「△」、「未実施」を「×」の４段階で分類し、評価を行いました。 

また、後半期の取組方針については、当初計画の内容や目標値から今後の取

組方針を「継続」、「拡充」、「見直し」のいずれかに分類し、必要に応じて、見

直し等を行いました。 

  ＜次頁の「取組評価」における各項目の見方＞ 

項 目 内 容 

当初の計画【Plan】 当初策定の「計画を記載」 

取組の内容【Do】 
「前半期の取組」と「直近のアウトプット（取組量） 

実績」を記載 

取組の評価【Check】 
前半期の「取組の内容【Do】」を通じて、「当初計画【Plan】」

を達成できたかを評価 

今後の取組【Action】 「取組の評価【Check】」を踏まえ、後半期の取組を記載 

※上付き数字：各事業の取組詳細について、資料編（23 頁～）で説明

※上付きローマ字：各用語の詳細について、資料編（36 頁～）で説明
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　第３章　中間評価結果

　　１　取組評価

勧奨通知を
送付した人

数

モデル実施

未受診者に対し、再度、受診勧
奨（通知・電話）を実施しま
す。

実施医療機関における健診デー
タ等の入力処理を軽減するた
め、業者委託による入力等の仕
組みを構築します。特

定
健
診
受
診
率
向
上

施
策
名

詳細施策名
取組
No.

事業内容
前半期(Ｈ30～Ｒ２年度)

実施事業

モデル実施

受診券の
送付数

Ｒ５年度目標値

拡充

指標

指標

指標

指標

Ｒ５年度目標値

当初(28年度)

Ｒ元年度

当初(28年度)

アウトプット
(取組量)目標

指標

受診対象者の年代特性の考慮、
過去の受診記録を情報提供する
受診案内を実施します。

受診勧奨事業

1-1

特定健診の受診券送付と併せて、
「がん検診と対象年齢への歯周病検

診の案内チラシ
１
」を同封して、受

診勧奨を実施しました。

当初の計画【PLAN】 取組の内容【DO】

アウトプット実績

協力実施薬局の数

特定健診ＰＲカード等の配布や
店内にポスターを掲示します。

・薬剤師による「特定健診ＰＲカー

ド
８
」を活用した受診勧奨をモデル

２区（南・港北区）の薬局で実施し
ました。
・薬局での「特定健診ポスター掲
示」を実施しました。

Ｒ５年度目標値

Ｒ５年度目標値

開催数

年１回開催

勧奨人数

現状維持

処理件数

Ｒ５年度目標値

約54万人
(全対象者)

Ｒ元年度

約27万人

過去の健診結果や医療受診歴等の
データを用いることで、未受診者の

特性に合わせた「ナッジ理論
ｄ
を活

用した通知
２
（ハガキやＳＭＳ

ｅ
）」

による個別勧奨を実施しました。

・健診データ入力処理軽減につい
て、他都市・民間事業者にヒアリン
グを実施し、医師会と検討した結

果、「国の電子請求方式
４
」を推進

する方針に変更しました。
・電子請求支援マニュアルや動画の

作成及び電子請求導入説明会等
５
を

開催しました。

モデル３区（神奈川・南・瀬谷区）
で医師・受付事務・看護師向けに
「特定健診の受診勧奨に関する講習

会
６
」を実施しました。

未実施

約52万人
(全対象者)

実施医療機関で受診勧奨ができ
るよう、医療事務従事者への説
明会等を開催します。

1-6
関係団体との連携
（市薬剤師会）

1-4

1-5

約200薬局

実施

当初(28年度)

未実施

当初(28年度)

Ｒ元年度Ｒ５年度目標値

指標

受診対象者に対し、歯周病検診
及び特定健診の受診勧奨を実施
します。

受診券への「歯周病検診チラシ」の
同封や歯科医院での「特定健診ポス

ター
７
」の掲示を実施しました。

Ｒ元年度

関係団体との連携
（市医師会）

約10万人

未実施

未実施

1-2

1-3

モデル実施

Ｒ元年度

30年度に
開催

当初(28年度)

当初(28年度)

Ｒ元年度

未実施

関係団体との連携
（市歯科医師会）
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判定 取組評価

◎

後半期(Ｒ３～５年度)
予定事業内容

取組の評価【CHECK】 今後の取組【Action】 Ｒ５年度
アウトカム目標
(成果の目標)

△

40.5%

(Ｒ元年度)
25.4％

目標値

指標指標

目標値

受診券の
送付数

・勧奨人数を大幅に拡大して実施す
ることができ、目標を達成しまし
た。
・個別勧奨実施者は未実施者と比

べ、受診率が23ポイント高い
３
結果

となりました。
・受診率の目標値には達していない
ため、より効果的な勧奨方法の検討
が必要です。

見
直
し

・当初計画の「業者委託方式」を、
費用対効果や受診者・医療機関側の
メリット等の観点から「電子請求方
式」に変更したことは、積極的な見
直しと捉えています。

・市薬剤師会と連携して約200の薬
局でＰＲカードを周知でき、目標を
達成しました。
・ＰＲカード広報は、定量的な効果
測定はできませんでしたが、「薬剤
師からの一定の評価」があり、拡大
実施することが適切です。

市薬剤師会と連携して「ＰＲカード
等を活用した取組」を全区で実施し
ます。

目標値

未受診者
全員

指標

電子請求割合

目標値

75%

指標

勧奨資材活用
医療機関数

目標値

指標

見
直
し

「未受診者への個別勧奨事業」や

「保険証個人単位化
ｃ
に伴う受診券

発行のあり方検討」を踏まえた、効
果的な受診案内を実施します。

・過去の受診記録を記載した受診案
内は、「費用が高額」であること

や、国によるマイナポータル
ｂ
整備

が進められていることから未実施と
しました。
・他事業との整合性などを踏まえ、
事業の見直しが必要です。

送付薬局数

目標値

全医療機関

指標

・勧奨通知
送付者数

・勧奨資材
送付機関数

目標値

特定健診
受診率

全対象者

◎

Ｒ５年度
アウトプット目標

・対象者全員

・全歯科医療機
関

・歯周病検診チラシ等によるPRを継
続して実施します。
・市歯科医師会と連携して受診勧奨
を推進するための「勧奨資材を作
成」します。

ナッジ理論を活用し、より効果的な
文面等を検討し、「未受診者への個
別勧奨事業」を実施します。

指標

勧奨人数

・平成30年度に講習会を開催でき、
目標を達成しました。
・講習会の効果検証の結果、「医師
からの勧奨の重要性」が示唆された
ため、医師からの勧奨を促進する対
策が必要です。

◎

・市歯科医師会と連携しながら周知
を行いました。
・受診率の向上に向け、「より効果
的な受診勧奨対策」を検討する必要
があります。

◎

実施医療機関の事務負担軽減や受診
者に見やすい結果提供の観点から
「電子請求方式への切り替え」を促
進します。

拡
充

○

見
直
し

拡
充

拡
充

全薬局

医師等から受診勧奨を推進するため
の「勧奨資材を作成」します。
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施
策
名

詳細施策名
取組
No.

事業内容
前半期(Ｈ30～Ｒ２年度)

実施事業
アウトプット
(取組量)目標

当初の計画【PLAN】 取組の内容【DO】

アウトプット実績

1-12
実施医療機関、市（区）役所、
市営交通機関、イベント会場等
による受診勧奨

Ｒ５年度目標値

連携数

年１回実施

Ｒ５年度目標値

連携事業数

現状維持

指標

指標

国の動向を注視
しながら実施

キャンペーン数

年１回開催

啓発数
（ポスター

掲示）

増加

自己負担額

自己負担額の無料化

みなし健診者数

1-10

1-11

本人自己負担額（窓口負担）を
無料化します。

診療データや人間ドックデータ
の特定健診活用（みなし健診）

早期受診キャンペーン等を実施
し、受診した方の中から抽選等
で特典を付与します。

・令和元年度は上半期に受診した方
（1,000名）に賞品を渡す「早期受

診キャンペーン
12
」を実施しまし

た。
・令和２年度は新型コロナウイルス
感染症により、事業を中止しまし
た。

情報共有とともに、医療費適正
化に関する連携を検討します。

・協会けんぽと「定例会議」を実施
しました。
・「高齢者の保健事業と介護予防の

一体的実施
10
」の推進のため、後期

高齢者広域連合との情報交換を実施
しました。

Ｒ５年度目標値

指標

Ｒ５年度目標値

Ｒ５年度目標値

Ｒ５年度目標値

指標

指標

平成30年度から特定健診の自己負担
額無料化を実施しました。

・みなし健診を実施している健診セ
ンターに「ヒアリングを実施」しま
した。
・ヒアリング結果等を踏まえ、「全
医療機関にみなし健診の協力依頼」
を行いました。

健診実施機関や公共交通機関、区民
祭り会場等で「ポスター掲示、啓発
物品の配付」を行い、受診勧奨を実
施しました。

当初(28年度)

受診環境の整備

未実施

Ｒ元年度

市民税
課税者1,200／
非課税者400円

1-8

1-9

Ｒ元年度

年１回

１箇所

1-7

広報による
受診勧奨

当初(28年度)

他の保険者
との連携

当初(28年度)

本市の他の保健事
業や市民組織との

連携

○他の保健事業（よこはま
ウォーキングポイント事業、が
ん検診、認知症対策）との連携
○区役所での受診啓発
○市民組織（保健活動推進員、
商店街など）との連携

・受診券に「がん検診等の案内同
封」や区役所と連携した「啓発物品

の配布
９
」を実施しました。

・「保健活動推進員等と連携して、
全区において受診啓発」を実施しま
した。

Ｒ元年度

当初(28年度)

無料

未把握

指標

未実施

3,490枚

Ｒ元年度

2.9万枚

未実施

当初(28年度)

Ｒ元年度

１回

特
定
健
診
受
診
率
向
上

当初(28年度)

Ｒ元年度

２箇所
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判定 取組評価
後半期(Ｒ３～５年度)

予定事業内容

取組の評価【CHECK】 今後の取組【Action】 Ｒ５年度
アウトカム目標
(成果の目標)Ｒ５年度

アウトプット目標

協力依頼件数

連携数

目標値

20箇所

指標

連携事業数

目標値

３箇所

指標

自己負担額

目標値
△

◎

幅広い広報を実施することができま
したが、今後は「費用対効果を踏ま
え、より効果的な広報」を実施する
必要があります。

幅広い広報を、引き続き実施すると
ともに「ＷＥＢ等を活用した広報発
信」を検討します。

・早期受診キャンペーンを実施し、
目標を達成しました。
・令和元年度は前年度下半期に受診
した方のうち、約2,000人が上半期
へ移行しました。
・アンケートの結果、約５割がキャ
ンペーンを未把握でした。
・コロナ禍を踏まえた「キャンペー
ン期間の変更」が必要です。

継
続

継
続

◎

・自己負担額無料化を実施すること
ができ、目標を達成しました。

・無料化の効果検証の結果
11
、受診

率が17％増加し、効果が確認できま
した。

◎

・協会けんぽとの連携を強化するこ
とで、被保険者の継続した保健事業
の取組を進めました。
・高齢者の保健事業と介護予防の一
体的実施に向けた体制整備が必要で
す。

・みなし健診に関する周知を広く行
うことができましたが、みなし健診
未実施機関の現場実態が把握できて
いないため、調査が必要です。

◎
がん検診等の他健診と併せた広報を
行うことで、対象者の利便性の向上
に寄与し、目標を達成しました。

◎

継
続

継
続

特定健診の自己負担額無料化を継続
します。

年１回開催

目標値

特定健診
受診率

40.5%

(Ｒ元年度)
25.4％

他の保健事業や区役所、市民組織と
の連携を引き続き行い、特定健診の
広報を行います。

継
続

2.2万枚

協力機関
の拡大

指標

キャンペーン数

目標値

指標

・コロナ禍を踏まえ「キャンペーン
を１年間を通じて実施」します。
・キャンペーンの広報を強化しま
す。

指標

みなし健診の実施について、「実態
把握の調査」を行い、「解決策を検
討」します。

目標値

無料

指標

指標

啓発数
（ポスター

掲示）

目標値

・協会けんぽ等と引き続き医療費の
適正化に関する情報共有を行いま
す。
・高齢者の保健事業と介護予防の一
体的実施を推進するため、関係各課
や後期高齢者広域連合と連携し、取
組を推進します。

継
続
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施
策
名

詳細施策名
取組
No.

事業内容
前半期(Ｈ30～Ｒ２年度)

実施事業
アウトプット
(取組量)目標

当初の計画【PLAN】 取組の内容【DO】

アウトプット実績

イベント型集
団特定保健指
導勧奨者数

拡大

Ｒ５年度目標値

2-5

特定保健指導対象者に対し、
個々の特定健診結果を説明する
とともに、特定保健指導につな
げます。

特
定
保
健
指
導
実
施
率
向
上

生活習慣病の発症
リスクが高い人に
対する特定保健指

導利用勧奨

指標

2-2

特定健診実施医療機関で、健診
受診者にリーフレットを配布
し、特定保健指導の周知を図り
ます。

「健診結果説明リーフレット
14
」に

特定保健指導のフローチャートを掲
載し、健診機関での活用を進めまし
た。

当初(28年度)

利用券送付の翌月、保健師が電
話勧奨を実施します。

特定保健指導利用券送付後の「保健
師による電話等での勧奨」や「文書
による利用勧奨」を実施しました。

当初(28年度)

895人

拡大

2-1
特定健診実施医療機関で健診当
日等に、特定保健指導初回面接
を実施します。

特定健診当日
等特定保健指
導初回面接実

施機関数

・健診当日等の初回面接実施機関
に、実施内容等の手順の周知を行い
ました。
・医療機関向けの特定保健指導初回
面接実施のための「分かりやすい説

明資料
13
」の作成・周知を実施しま

した。

当初(28年度)

指標

指標

特定健診
実施医療機

関数

拡大

Ｒ５年度目標値

電話による
利用

勧奨者数

拡大

指標

指標

Ｒ５年度目標値

Ｒ５年度目標値

Ｒ５年度目標値

モデル実施

新規
実施事業者

数

増加

健診結果説明
及び

特定保健指導

Ｒ元年度

16か所

12か所

・対象者が興味を引く「イベント型

集団保健指導
16
」を実施しました。

・新型コロナウイルス感染症によ
り、令和元年度は一部中止、２年度
は事業を中止しました。

Ｒ元年度

709人

利用者への
インセンティブ

2-4
イベント的な内容のプログラム
を企画し、集団型の特定保健指
導を実施します。

利用環境の整備 2-6
実施事業者数の拡大を図りま
す。

未実施

Ｒ元年度

約3,000人

未実施

Ｒ元年度

18区
514人

2-3

・市医師会と連携し、「事業者数の
拡大に向けた周知」を行いました。
・新型コロナウイルス感染症の影響
により、「一時、対面による保健指
導を中止」しました。

当初(28年度)

Ｒ５年度目標値

指標

特定健診結果
説明者数 各区役所において、「健診結果説明

会
17
」を実施し、参加者に健診結果

の見方や保健指導などについて説明
を行いました。

当初(28年度)

22機関

Ｒ元年度

29機関

22か所

Ｒ元年度

25か所

当初(28年度)
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判定 取組評価
後半期(Ｒ３～５年度)

予定事業内容

取組の評価【CHECK】 今後の取組【Action】 Ｒ５年度
アウトカム目標
(成果の目標)Ｒ５年度

アウトプット目標

◎

○

○

指標

利用
勧奨者数

・健診から保健指導まで一連の流れ
で進められるよう「健診結果説明
リーフレット」での保健指導勧奨等
を着実に進めました。
・利用率の向上に向け、更なる「勧
奨方法の検討」が必要です。

・電話による利用勧奨を行った結
果、「電話勧奨者は未勧奨者に比

べ、利用者が60％高く
15
、一定の効

果」が確認されました。
・通知による勧奨方法など、より費
用対効果の高い手法の検討が必要で
す。

特定保健指導
終了率

12.5％

(Ｒ元年度)
8.7％

目標値

拡大

指標

実施数

目標値

年１回

指標

活用医療
機関等数

新規
実施機関数

目標値

目標値

全医療機関等

指標

50機関

特定保健指導の健診当日等初回面接
実施機関の「拡大方法を検討」しま
す。

継
続

特定保健指導の健診当日等初回面接
実施機関は着実に増加しています
が、「更なる増加に向けた検討」が
必要です。

コロナ禍を踏まえ、イベント開催に
代わるイベント的な内容として、新
たに「特定保健指導キャンペーン」
を実施します。

「健診結果の見方・保健指導を案内
できる資材」を作成し、受診者が適
切に通院や保健指導に結びつくよう
に働き掛けます。

拡
充

見
直
し

◎

・実施機関は着実に増加しています
が、特定保健指導実施率の目標値到
達には「実施機関の更なる増加が必
要」です。
・コロナ禍を踏まえ、「ICTを活用
した保健指導の推進」も必要です。

◎

・健診結果説明会を18区で実施し、
健診結果の見方や保健指導につい
て、受診者の理解を深めることがで
きました。
・参加者が限られるため、「より効
果の高い手法」を検討する必要があ
ります。

継
続

指標

特定保健指導
同日初回面接
実施機関数

目標値

拡大

電話やハガキによる勧奨効果を検証
し、より効果的な勧奨を実施しま
す。

見
直
し

拡
充

利用率の向上に寄与する「勧奨資材
の作成」を行い、特定保健指導の周
知を図ります。

◎

・イベント型集団保健指導の開催数
の増加に伴い、参加者数も増加しま
した。
・コロナ禍を踏まえ、「イベント的
なプログラムに代わる事業」を検討
する必要があります。

・医師会と連携し、実施機関増加に
向けた検討・調整を行います。
・利用者の利便性向上のため、
「ICTを活用した遠隔指導等の拡大
を推進」します。

目標値

未利用者全員

指標

健診・保健指導
実施機関数

目標値

指標
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施
策
名

詳細施策名
取組
No.

事業内容
前半期(Ｈ30～Ｒ２年度)

実施事業
アウトプット
(取組量)目標

当初の計画【PLAN】 取組の内容【DO】

アウトプット実績

Ｒ５年度目標値

生
活
習
慣
病
重
症
化
予
防

糖尿病性腎症
重症化予防

3-1

○人工透析の導入の防止に重点
を置き、特定健診受診者の中
で、糖尿病で腎機能の低下の認
められる者に対し、糖尿病性腎
症重症化予防事業を全区で実施
します。

○医療機関未受診者等に受診勧
奨を実施し、治療につなげま
す。

指標

当初(28年度)

・400人
・100人
・25％

個別もしくは
集団保健指導

実施者数

4,000人

健診データを活用して、糖尿病境界
領域の方へ通知を送付し、「集団・

個別保健指導やイベント等
20
」を開

催しました。

・糖尿病腎症重症化リスク者を対象
に「保健指導を案内周知」し、希望
者に「プログラムを実施」しまし
た。
・新型コロナウイルス感染症の影響
により、実施方法を「対面面談から

遠隔面談
19
」に変更しました。

ジェネリック医薬品に切り替えた場
合、「200円以上の差額がある方に

切替の勧奨通知
21
」を発送しました

（年６回）。

指標

・通知発送数
・指導実施数
・指導実施率

未実施

当初(28年度)

未実施

Ｒ元年度

1,202人

Ｒ元年度

当初(28年度)

・12薬効
・67.2％

Ｒ元年度

・56薬効
・77.3％

・対象薬効数
・ジェネリック

使用率

・増加
・R5年度
80.0％

指標

Ｒ５年度目標値

ジェネリック
医薬品普及促進

4-1

ジェネリックへ変更した場合の
自己負担額に一定額の差額が出
る国保加入者に対し、切替の勧
奨通知を発送します。

受診勧奨者数
（未治療者

数）

指標

Ｒ５年度目標値

Ｒ５年度目標値

Ｒ５年度目標値

受診勧奨で治
療につながっ

た人数

36人

・366人
・56人

・15.3％
（30年度）

Ｒ５年度目標値

○糖尿病治療中者に対し、個別
保健指導プログラムを実施しま
す。

3-2

60人

指標

健診結果から「HbA1c
ｆ
7.0％以上か

つ尿蛋白
ｇ
(+)以上、または

HbA1c7.0％以上かつeGFR
ｈ
60(ml/分

/1.73m²）未満で糖尿病未治療者・
特定保健指導非該当者」に対して、

「文書・電話等による受診勧奨
18
」

を実施しました。

当初(28年度)

検討中

受診勧奨通
知発送者数

8,300人

指標

3-3
高血圧でⅡ度以上（160/100)の
医療機関受診勧奨判定値の者に
対し、受診勧奨を実施します。

高血圧対策の先進事例の他都市ヒア
リングや事業内容、PDCAサイクルを
回すための効果検証まで見据えた事
業体制の検討を実施しました。

特定健診受診者のうち、糖尿病
の境界領域の者（おおむね
HbA1cが6.5～7.0未満）に対
し、本市の関係区局と連携し、
重症化予防を実施します。

Ｒ元年度

67人

未実施

未実施

Ｒ元年度

69人

当初(28年度)

受
診
行
動
適
正
化

未治療者対策

当初(28年度)

未実施

Ｒ元年度
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判定 取組評価
後半期(Ｒ３～５年度)

予定事業内容

取組の評価【CHECK】 今後の取組【Action】 Ｒ５年度
アウトカム目標
(成果の目標)Ｒ５年度

アウトプット目標

60人

指標

受診勧奨後の
治療者率

目標値

90%

保健指導
実施者数

指標 指標

指標

未治療者の
減少割合

目標値

50％
(Ｒ元年度)

未実施

医療費

目標値

削減
(Ｒ元年度)
87,130,494円

指標指標

個別保健指導
勧奨者数

50％

(30年度)
42.9％

受診勧奨者
の健診数値
改善割合

目標値

指標

個別保健指導
参加者の健診
数値改善割合

目標値

目標値

4,000人

指標

目標値

年６回
80.0％

目標値

・通知発送回数
・ジェネリック

使用率

400人

指標

指標

受診勧奨通
知発送者数

目標値

約6,500人

受診勧奨者
（未治療者）

通知者数

目標値

◎

・ジェネリック医薬品差額通知を年
６回送付し、着実に医療費を削減し
ましたが、引き続き使用率の向上が
必要です。
・分析の結果、皮膚科や眼科、また
院内処方での使用率が低いことが課
題です。

・ジェネリック医薬品差額通知を継
続して送付します。
・保険証へのジェネリック医薬品希
望シール等を活用した普及啓発を実
施します。
・使用率が低い分野に対しては、現
状を把握し、対策を検討します。

拡
充

市医師会等と協力して事業内容を検
討し、高血圧ハイリスク者の未治療
者への受診勧奨を実施します。

継
続

継
続

◎
糖尿病の未治療者全員に対して、文
書及び電話による受診勧奨を実施で
き、目標を達成しました。

拡
充

受診勧奨を継続するとともに、新た
に糖尿病治療中断者への支援を実施
します。

糖尿病境界領域の方への重症化予防
事業を実施しましたが、効果検証方
法や効果的な支援方法の検討が必要
です。

継
続

継
続

60％
(30年度）

Hba1C：57.1％
eGFR：87.9％

◎
令和元年度実績で、受診勧奨者の
90％が勧奨後に受診につながり、成
果を上げました。

△

対象者に案内を送付し、プログラム
を実施しましたが、参加率が低い
（30年度実績：15.3％）ため、参加
率向上のための対策が必要です。

指標

参加対象者の
糖尿病に関す
る受診者割合

目標値

50％(R3年度
検証予定）

・保健指導プログラムの参加者を増
やす勧奨方法や案内等を検討しま
す。
・コロナ禍を踏まえた実施体制を整
備します。

糖尿病境界領域の方を対象に、本市
関係部局や区等と連携・協力して事
業を進め、参加者の行動変容に繋が
る効果的な支援方法について検討し
ます。

× 受診勧奨は未実施

△
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施
策
名

詳細施策名
取組
No.

事業内容
前半期(Ｈ30～Ｒ２年度)

実施事業
アウトプット
(取組量)目標

当初の計画【PLAN】 取組の内容【DO】

アウトプット実績

受
診
行
動
適
正
化

重複頻回
受診対策

5-1

重複・頻回受診、多種・多量服
薬者に対し、適正受診するよ
う、通知、電話、面談等による
指導を実施します。

指標

年240件

通知書
送付件数

148件

当初(28年度)

223件

Ｒ５年度目標値

向精神薬の処方を受けている重複・
頻回受診者・重複投薬者に対して、
通知・電話・面談等実施し、適正受
診を指導しました。

Ｒ元年度

当初(28年度)

未実施

Ｒ元年度

構築済

指標

Ｒ５年度目標値

システム
構築

Ｒ２年度
稼働

年２～３回

特定健診等データ
管理システム

の構築
7-2

レセプト、特定健診等の多種多
様なデータを迅速に処理し、解
析したデータを有効に管理する
システムを構築します。

・費用対効果の観点から本市国保の
健診やレセプト等のデータを経年的
に蓄積している「医療・介護・保健

統合データベースシステム
ｉ
」を活

用できるよう調整しました。

指標

指標

Ｒ５年度目標値
医療費通知発送

現状維持

－

適正化指導
実施件数

Ｒ元年度

年２回

保健事業
向上委員会

7-1

○事業の実施状況を検証し、令
和２年度に評価を行い、その評
価に基づき本計画をより実効性
の高いものにするため、本計画
の見直しを行います。
○見直された内容は、本計画内
（令和5年度）に反映し、目標
達成に向けた、より効果的な事
業を実施します。

毎年度、保健事業評価・向上委員会
を開催し、保健事業の効果検証を実
施しました。

Ｒ元年度

466,880件

当初(28年度)

6-1

診療を受けた国保加入者を抽出
し、治療費用等を記載した「医
療費のお知らせ」を発送しま
す。

全世帯へ「医療費通知
22
」を発送し

ました。

Ｒ５年度目標値

開催件数

検
証
・
評
価

当初(28年度)

514,172件
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判定 取組評価
後半期(Ｒ３～５年度)

予定事業内容

取組の評価【CHECK】 今後の取組【Action】 Ｒ５年度
アウトカム目標
(成果の目標)Ｒ５年度

アウトプット目標

拡
充

・対象薬効を向精神薬だけではな
く、費用対効果の高い薬効も対象に
入れることを検討します。
・効果的・効率的な事業運営を行う
ため、事業方法・体制の見直しを行
います。

指標 指標

△

・投薬数の減少や医療費削減効果は
ありましたが、費用対効果の観点か
ら、「薬効や対象者抽出基準等の見
直しが必要」です。

指標

開催件数

目標値

３事業

指導件数

目標値

年500件

通知書
送付件数

目標値

指標

目標値

年２～３回

指標

施策活用数

通知書
送付件数

目標値

全世帯数

指標

医療費

目標値

削減
(Ｒ元年度)
1,194,446円

目標値

指標

全世帯数

◎
・国保として分析ができる環境を整
備・調整することが出来ました。

「医療・介護・保健統合データベー
スシステム」を政策に活用します。

見
直
し

◎

毎年度、本委員会を開催し、計画内
容の効果検証を実施し、目標を達成
しました。
令和２年度は中間評価を行い、後半
期の事業の方向性・取組内容につい
て、検討・整理しました。

毎年度、事業の振り返りを行い、目
標達成に向けて、保健事業評価・向
上委員会を開催します。

継
続

◎
全世帯に医療費通知を発送すること
ができ、当初計画を達成しました。

継続して医療費通知を送付します。
継
続

目標値

目標値
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２ 全体評価と今後の方針 

(1) 全体評価 

データヘルス計画の全 28 事業を、「特定健診の受診率向上」「特定保健指導 

の実施率向上」「生活習慣病重症化予防」、「受診行動適正化等」の４つの柱に 

分類して評価を行いました。 

その結果、【表１】のとおり、事業全体の 79％の事業で「達成・順調」また 

は「概ね順調」に進捗していました。 

しかし、【表２】のとおり、特定健診・特定保健指導の目標値には到達して 

いません。このため、【表３】のとおり、全体の 50％の取組について、積極的 

な拡充や見直しを行い、目標達成に向け、効果的な事業を展開していきます。 

 

    【表１】評価結果 

施策名(事業数) 
達成・順調 

【◎】 

概ね順調 

【○】 

遅れ 

【△】 

未実施 

【×】 

特定健診の受診率向上(12) ９（75％） １（８％） ２（17％） ０(０％) 

特定保健指導の実施率向上(６) ４（67％） ２（33％） ０（０％） ０(０％) 

生活習慣病重症化予防(５) ２（40％） ０（０％） ２（40％） １(20％) 

受診行動適正化等(５) ４（80％） ０（０％） １（20％） ０(０％) 

合計(28) 
19（68％） ３(11％) ５(18％) １(３％) 

22（79％） ６(21％) 

 

【表２】特定健診受診率・特定保健指導実施率の目標・実績 

      

 

 

 

 

 

【表３】後半期に向けた取組 

施策名（事業数） 継続 拡充 見直し 

特定健診の受診率向上(12) ６(50％) ３(25％) ３(25％) 

特定保健指導の実施率向上(６) ２(33％) ２(33％) ２(33％) 

生活習慣病重症化予防(５) ４(80％) １(20％) ０(０％) 

受診行動適正化等(５) ２(40％) ２(40％) １(20％) 

合計(28) 14(50％) 
８(29％) ６(21％) 

14(50％) 

 

 

 

 年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 

特定健診 
目標 28.0 30.5 33.0 35.5 38.0 40.5 

実績 24.3 25.4 - - - - 

特定保健指導 
目標 10.0 12.5 15.0 17.5 20.0 22.5 

実績 7.7 8.7 - - - - 

16



(2) 各事業評価と今後の取組

ア 特定健診の受診率向上

特定健診の受診率向上は、【表１】のとおり、「達成・順調」が 75％、「概

ね順調」が８％、「遅れ」が 17％、「未実施」が０％でした。特定健診受診率

の向上は、特定保健指導をはじめ、あらゆる保健事業に関連していく起点と

なる事業であることから、前半期では、特に力点を置いて、取組を推進して

きました。 

取組の中では、特に「特定健診の自己負担額無料化」や「ナッジ理論を活 

用した未受診者への個別勧奨」を行うとともに、「関係団体からの受診勧奨」 

や「受診環境の整備」を行うことで、令和元年度の受診率が、25.4％と過去 

最高値を記録することができました。 

取組全体として、83％で「達成・順調」または「概ね順調」に進捗してい 

るものの、【表２】のとおり、特定健診受診率の目標値には到達できていま 

せん。 

このため、後半期では、【表３】のとおり、既に進捗している事業につい 

ても積極的に拡充（25％）や見直し（25％）を行い、目標達成に向けた取組 

を推進していきます。 

イ 特定保健指導の実施率向上

特定保健指導の実施率向上は、【表１】のとおり、「達成・順調」が 67％、

「概ね順調」が 33％、「遅れ」が０％、「未実施」が０％でした。特定保健指 

導の実施率向上は、被保険者の健康増進に直接的に寄与することから、大変 

重要な取組です。また、新型コロナウイルス感染症の影響により、対面によ 

る保健指導の制限もあることから、ICT 機器を活用した遠隔指導等が求めら 

れてきました。 

取組の中では、特に「保健師による電話や文書による勧奨」や「イベント 

型集団保健指導」を行うことで、令和元年度の実施率が、8.7％と過去最高 

値を記録することができました。 

取組全体として、100％で「達成・順調」または「概ね順調」に進捗して 

いるものの、【表２】のとおり、特定保健指導実施率の目標値には到達でき 

ていません。 

このため、後半期では、【表３】のとおり、既に進捗している事業につい 

ても積極的に拡充（33％）や見直し（33％）を行い、目標達成に向けた取組 

を推進していきます。 

ウ 生活習慣病重症化予防

生活習慣病重症化予防は、【表１】のとおり、「達成・順調」が 40％、「概

ね順調」が０％、「遅れ」が 40％、「未実施」が 20％でした。特に、糖尿病

性腎症重症化予防事業については、重症化すると腎機能の低下による透析に
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移行する可能性もあることから、糖尿病重症化予防の取組を積極的に進めて

きました。高血圧対策については、先進事例の他都市ヒアリングや事業内容

の検討を実施しましたが、受診勧奨は未実施です。 

後半期では、【表３】のとおり、既に進捗している事業についても積極的 

に拡充（20％）を行い、また、高血圧対策については、検討結果を踏まえ、 

高血圧ハイリスク者の未治療者への受診勧奨を実施し、目標達成に向けた取 

組を推進していきます。 

エ 受診行動適正化等

受診行動適正化等は、【表１】のとおり、「達成・順調」が 80％、「概ね順

調」が０％、「遅れ」が 20％、「未実施」が０％でした。これまで、被保険者

の受診行動の適正化のため、ジェネリック医薬品の差額通知の送付や重複・

頻回受診者への適正受診指導を実施し、効果を上げてきましたが、今後も更

なる取組が必要です。 

 また、特定健診等データ管理システムの構築については、独自のシステム 

構築に向け検討を行いましたが、費用対効果の観点から、本市で独自に構築 

された「医療・介護・保健統合データベースシステム」を活用する方向に見 

直しました。 

後半期では、【表３】のとおり、既に進捗している事業についても積極的

に拡充（40％）や見直し（20％）を行い、目標達成に向けた取組を推進して

いきます。 

第４章 おわりに 

第２期データヘルス計画は、被保険者の「健康寿命の延伸」、「医療費の適正化」、

「医療費の削減」を図るために策定し、平成 30 年度～令和２年度の前半期におい

て、着実に取組を推進してきました。 

また、新型コロナウイルス感染症による影響の不透明な状況や国によるマイナポ

ータル整備などの制度改正の動向を踏まえながら、引き続き、特定健診や特定保健

指導事業等の積極的な推進を図っていきます。 

令和３年度以降の計画後半期においては、本中間評価の結果を踏まえながら、 

目標達成に向け、より積極的かつ着実な事業の推進を図っていきます。 
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１ 横浜市国民健康保険全体の状況 

(1) 被保険者構成割合（Ｈ28～Ｒ１年度）

被保険者数は年々減少していますが、被保険者の約４割が 65 歳以上の方と 

なっています。 

(2) 一人あたり医療費と保険料（年間）の推移（Ｈ28～Ｒ１年度）

横浜市国民健康保険の一人あたり医療費と保険料は増加傾向にあります。 

340,753 
351,422 359,457 368,866 

92,878 93,210 98,701 99,438 

0

100,000

200,000

300,000

400,000

H28年度 H29年度 H30年度 R1年度

一人あたり医療費(円） 一人あたり保険料(円）

208,076 190,674 180,465 171,781 

257,582 
241,459 231,793 224,436 

316,587 
307,846 

295,390 287,812 

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000
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900,000

H28年度 H29年度 H30年度 R1年度
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（人） 

（円） 

20



0

2000

4000

6000

8000

10000

12000

14000

16000

18000

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

H30 R1

(3) 性・年齢別特定健診受診率

○ 令和元年度の性・年齢別受診率を国保データベースシステム(ＫＤＢ)ｊよ

り抽出しました。 

○ 40～50 代の受診率が相対的に低く、また、女性に比べて男性の受診率が

低い傾向にあります。 

(4) 月別特定健診受診者数

○ 平成 30 年度と令和元年度の月別受診者数をＫＤＢより抽出しました。

○ 例年３月の受診者が最も多いですが、令和元年度は新型コロナウイルス

感染症の影響により３月の受診者が激減しました。 

男性（人） 女性（人） 

30.8%

27.4%

20.2%

15.6%

12.6%

11.5%

12.4%

025,00050,00075,000100,000
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65-69

60-64

55-59

50-54
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40-44

32.7%

31.0%

27.2%

22.3%

19.1%

16.5%

17.1%

0 25,000 50,000 75,000 100,000

受診者

未受診者

（人） 

（歳） 
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(5) 特定健診×通院の人数分布 

○ 令和元年度の特定健診受診状況と医療機関への通院状況の人数分布 

○ 健診未受診者のうち、「生活習慣病の受診あり」の方が約 16 万人、「生活 

習慣病以外の受診あり」の方が約 11 万人いました。 

 

 

 

(6) 性・年齢別特定保健指導実施率 

○ 令和元年度実績をＫＤＢより抽出しました。 

○ 性・年齢に関わらず、全体的に実施率は低い状況です。 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

 

 

 

区 分 健診受診者数(人) 健診未受診者数(人) 計(人) 

医療機関受診なし 8,322 83,288 91,610 

医療機関受診あり 112,643 274,466 387,109 

(内訳) 

生活習慣病の 

受診あり 

71,324 161,278 232,602 

生活習慣病以外の 

受診あり 
41,319 113,188 154,507 

計 120,965 357,754 478,719 

70-74 歳 

40 歳代 

50 歳代 

60 歳代 

男性（人） 女性（人） 

実施者 

未実施者 
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２ 実施事業 

(1) がん検診と対象年齢への歯周病検診の案内チラシ 

特定健診受診券に「がん検診」及び「歯周病検診」のご案内を同封し、特定 

健診と併せた受診勧奨を実施しました。（毎年５月頃） 
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(2) ナッジ理論を活用した通知（ハガキやＳＭＳ） 

        過去の健診結果や医療受診歴等のデータを用いて、未受診者の特性に合わせ

たハガキやＳＭＳによる通知を送付し、受診勧奨を実施しました。 

               ＜ハガキ（一例）＞   ＜ＳＭＳ（一例）＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜対象者特性の分類（一例）＞ 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

過去の特定健診結果（問診項目）から「健康意識」と「健康行動」を分析し、 

対象者をタイプ別に分類 

者をタイプ別に分類 
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＜タイプ別のメッセージ（一例）＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各タイプの心理特性を踏まえて、メッセージを作成 

Ａタイプ 

Ｃタイプ 
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(3) 個別勧奨実施者は未実施者と比べ、受診率が 23 ポイント高い 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 国の電子請求方式 

      国は、医療機関において、特定健診の結果を電子化した上で請求する方法を

示しています。電子請求を導入することで、健診結果が見やすくなります。 

＜電子化した場合の特定健診受診結果通知表（一例）＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【概要】 

○ 健診受診率向上のため、令和元年度に健診対象者の過去の健診結果、通院歴

等のデータを活用し、ナッジ理論を活用した受診勧奨を実施 

○ 本検証では、勧奨実施者と未実施者を比較 

【結果】 

○ 勧奨実施者は未実施者と比較して、23 ポイント受診率が高い結果になりま

した。 

○ 勧奨実施者受診率 ：38.8％（69,987 人／180,596 人） 

  勧奨未受診者受診率 ：15.9％（51,396 人／323,277 人） 

【結果から考えられること】 

○ 未受診者勧奨には、受診率向上に寄与している可能性が示唆されました。 

○ 今後、ハガキやＳＭＳの効果を検証し、より効果的な勧奨方法を検討します。 
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受講あり（N＝11）受講なし（N＝20）

伸び率平均値（瀬谷区）

（Ｎ＝31）

(5) 電子請求支援マニュアルや動画の作成及び電子請求導入説明会等 

医療機関に向けて、特定健診の電子請求の導入手続きについてマニュアルや 

動画を作成し、説明会を開催しました。 

＜横浜市ウェブサイトより抜粋＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (6) 特定健診の受診勧奨に関する講習会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【概要】 

○ 健診受診率向上のため、モデル区（神奈川、南、瀬谷）で講習会を実施 

※神奈川、南区（対象：看護師・受付事務員）、瀬谷区（対象：医師） 

○ 講習会受講の有無による受診者の伸び率（講習会実施年度受診者数／前年

度受診者数）を比較 

【結果】 

○ 看護師・受付事務員を主な対象とした

２区では、伸び率の違いは見られません

でしたが、医師を主な対象とした瀬谷区

では伸び率が増加していました。 

【結果から考えられること】 

○ 医師を対象とした研修は、受診率の伸

び率増加に貢献する可能性があります。 

○ 医師から受診勧奨を進めてもらうため

の取組を検討していく必要があります。 
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(7) 特定健診ポスター 

 健診実施機関や歯科医院、薬局において、特定健診ポスターを掲示し、幅広 

い広報を実施しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(8) 特定健診ＰＲカード 

   薬局において、特定健診の受診勧奨を行うため、薬袋に入れる名刺サイズの  

特定健診ＰＲカードを作成し、薬剤師からの受診勧奨を実施しました。 
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(9) 啓発物品の配布 

    区役所や保健活動推進員等と連携して、特定健診の広報・受診啓発を行うた  

め、啓発物品を作成・配布しました。 

 

＜ウェットティッシュ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(10) 高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施 

    高齢者の心身の多様な課題に対応し、きめ細かな支援を実施するため、後

期高齢者医療広域連合と市町村が連携し、市町村においては、介護保険の地

域支援事業や国民健康保険の保健事業と一体的に実施することが求められて

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※厚労省資料 
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(11) 無料化の効果検証の結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(12) 早期受診キャンペーン 

       受診者が年度後半期に集中することによる健診医療機関の混雑解消及び特 

定健診の受診インセンティブとして、令和元年度から「早期受診キャンペー 

ン」を実施しました。令和２年度は新型コロナウイルス感染症の感染拡大に 

より、事業を中止しました。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【概要】 

○ 平成 30 年度～自己負担額（課税者：1,200 円、非課税者：400 円）を無料化 

○ 無料化による受診行動への効果を明らかにするため、無料化前年度の 29 年

度と無料化した 30 年度のデータを用いて分析を実施（性・年齢等で調整） 

【結果】 

○ 無料化を実施した 30 年度と 29 年度の受診率と比べたところ、受診率が 17％

増加しました。 

○ また、年齢別で分析すると、年齢が高いほど増加幅が高くなっていました。 

 （40 代 13.9％ ＜ 50 代 14.5％ ＜ 60 代 17.0％ ＜ 70 代 20.8％） 

【結果から考えられること】 

○ 特定健診の無料化は、受診行動を促進する効果が一定程度認められました。 

今後、40、50 代の受診率向上策は別途検討が必要です。 
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(13) 分かりやすい説明資料 

    特定健診結果説明時等に特定保健指導初回面接を進めるため、特定保健指

導実施機関に対して、導入に向けた実施方法やメリットをまとめた分かりや

すい説明資料を作成し、周知を行いました。 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(14) 健診結果説明リーフレット 

    特定健診実施機関で結果説明時に活用するリーフレットに、特定保健指導

のフローチャートを掲載し、健診実施機関で特定保健指導を勧奨できる体制

を整備しました。 
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(15) 電話勧奨者は未勧奨者に比べ、利用者が 60％高く 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(16) イベント型集団保健指導 

       特定保健指導未利用者を対象に、対象者の関心が高い食事や運動、測定等

の内容（イベント）を通じた、集団保健指導を実施しました。令和２年度は

新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、事業を中止しました。 

   

＜令和元年度 イベントチラシ＞ 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【概要】 

○ 特定保健指導実施率向上のため、利用券送付後に電話勧奨を実施 

○ 電話勧奨者と未勧奨者を比較（性・年齢でマッチング） 

【結果】 

○ 電話勧奨者は未勧奨者に比べて、特定保健指導実施率が 60％高くなっていま

した。 

【結果から考えられること】 

○ 電話勧奨の一定の効果が認められました。 

○ 今後、電話と文書による勧奨の比較を行い、費用対効果の高い方法の検討が

必要です。 
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(17) 健診結果説明会 

健診結果説明会は、健診結果と自分の健康を振り返り、生活習慣を改善する 

ことを目的として、開催しました。 

  

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(18) 文書・電話等による受診勧奨 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【概要】 

○ 健診結果から検査値が一定基準を満たす糖尿病未治療者・特定保健指導非

該当者」に対して、文書・電話等により医療への受診勧奨を実施 

【結果】 

○ 文書と電話による勧奨を行った結果、

受診勧奨者の 90％が受診に繋がりまし

た。（令和元年度）  

【結果から考えられること】 

○ 受診勧奨を行うことで、適切に受診に

繋がり、成果を上げました。 

33



(19) 対面面談から遠隔面談 

    糖尿病腎症重症化リスク者を対象に６か月間の個別保健指導プログラムを  

実施しています。 

令和２年度は、コロナ禍を踏まえ、オンライン面談に変更して実施していま  

す。 

 

 

 

 

 
 

 

(20) 集団・個別保健指導やイベント等 

各区役所では、疾病の重症化予防事業として、生活習慣病予防のための個別    

健康相談、コース制での集団指導などのイベントを実施しました。 

                   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 ヶ月目 2 ヶ月目 3 ヶ月目 ４ヶ月目 ５ヶ月目 ６ヶ月目 

    
 

 

 

 

オンライン面談 オンライン面談 電話１回 電話１回 電話１回 電話１回 

病状の確認・病気の知識・目標設定 目標について確認しながら一緒に考えていきます 

  

基本プログラム期間：約６ヶ月 

オンライン面談２～３回、電話４回 

糖尿病性腎症重症化予防プログラムとは？ 

【例】 
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(21) 200 円以上の差額がある方に切替の勧奨通知 

       ジェネリック医薬品に切り替えた場合に、200 円以上の差額がある方を対

象に、ジェネリック医薬品への切替の勧奨通知を年６回送付しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(22) 医療費通知 

     被保険者の健康意識を高めるため、年１回以上受診している全世帯に、年

間の医療費を通知しています。（毎年２月頃発送） 
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３ 用語説明 

   用 語 説 明 

ａ レセプトデータ 

診療報酬明細書の通称。保険医療機関等が患者

の疾病名と行った医療行為の詳細を、審査支払

機関を通して保険者に請求する情報です。 

ｂ マイナポータル 

行政手続がワンストップで行え、行政機関から

のお知らせを確認できるオンラインポータル

です。 

ｃ 保険証個人単位化 

これまで世帯単位で付番されていた保険証の

被保険者証番号に枝番２桁を加えることで、被

保険者証番号を個人単位化するものです。 

ｄ ナッジ理論 

特定の決断や行動をするようにそっと説得・奨

励することを意味します。規制や補助金などに

大きく頼ることなく、行動科学の知見を活用

し、個人の意思を尊重しながら、社会や個人に

とって望ましい行動をサポートする手法。 

ｅ ＳＭＳ 

ショートメッセージサービス。携帯電話番号を

宛先としてメッセージを送付できるサービス

です。 

ｆ 
HbA1c 

（ヘモグロビン A1c） 

赤血球の中に含まれるヘモグロビンにブドウ

糖が結合したもので、過去 120 日間の平均的な

血糖状態を知ることができます。 

ｇ 尿蛋白 

蛋白は通常は尿に現れるものではありません

が、腎臓に異常がある場合や糖尿病などの場

合、尿に漏れ出てくることがあります。 

ｈ eGFR 
腎臓にどれくらい老廃物を体外へ排泄する能

力があるかを判断します。 

ｉ 
医療・介護・保健統合 

データベースシステム 

本市が保有する医療・介護・保健データを、医

療政策への活用のために集約し、データベース

化したものです。 

ｊ 
国保データベース 

システム(ＫＤＢ) 

国民健康保険団体連合会が開発した健診・医

療・介護データを連携し、統計情報等を市町村

に提供するシステムです。 
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４ 関係法令 

法 令 説 明 

高齢者の医療の確保に関する法

律 

高齢者の適切な医療の確保を図るため、医療費

適正化推進計画、保険者による健康診査、後期

高齢者医療制度の創設等について定めた法律 

医療費適正化計画 

国が策定する「医療費適正化基本方針」で示す

取組目標・医療費の推計方法に即して、都道府

県が作成する計画 

国民健康保険法に基づく保健事

業の実施等に関する指針 

健康診査等実施指針と調和を保ちつつ、市町村

及び組合が行う保健事業に関して、その効果的

かつ効率的な実施を図るため、基本的な考え方

を示すもの 

特定健康診査等基本指針 

特定健康診査及び特定保健指導の実施方法に

関する基本的な事項、その成果に係る目標に関

する基本的な事項等に関する事項を定めたも

の 

特定健康診査及び特定保健指導

の実施に関する基準 

高齢者の医療の確保に関する法律の規定に基

づき、特定健康診査及び特定保健指導の実施に

関する基準を定めたもの 

横浜市官民データ活用推進基本

条例 

本市における官民データ活用の推進に関する

施策を総合的かつ効果的に推進するための条

例 
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横浜市健康福祉局保険年金課 

〒２３１－０００５ 

横浜市中区本町６－50-10 

ＴＥＬ：０４５－６７１－４０６７ 

ＦＡＸ：０４５－６６４－０４０３  
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